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1. 研究動機

国内における⼈⼝増加ではなく外国⼈の受⼊

少⼦⾼齢化による労働⼒不⾜
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⽇本の現状

⽇本政府の活動

解決策



⼊管法改正案を議論する⾃⺠党
法務部会（25⽇、党本部）

最近の⽇本政府の動向

b. 単純労働者の受⼊

新在留資格創設をめぐる⼊国管理法改正案

a. 新在留資格 「特定技能」

特定技能2号

来春から⼈材確保が困難な分野に限る
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特定技能1号

⼊管法改正案を議論する⾃⺠党法務部会（25⽇、党本部）



⽬的

重回帰分析によって労働移動の
決定要因を特定する

⾃分たちなりのより良い移⺠
政策を提⽰する
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2. データ
⽣産⼒⼈⼝の1600万⼈減少

⾼齢者⼈⼝の268万⼈の増加
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技能実習制度

国籍別外国⼈労働者の推移

発展途上国の⼈々に⽇本の技術を習得し⾃国へ持ち帰って
もらう制度
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外国⼈雇⽤事業所の推移

製造業: 4 ポイント ↓ 建設業: 5 ポイント ↑
背景: 東京五輪開催に伴う, 短期的な建設業の需要拡⼤
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⾼齢労働者と外国⼈労働者増加の影響
短期的視点: 労働者数は増加傾向

⽇本における就業者の推移

⻑期的視点: 労働者数は減少傾向

2018/11/30 8

6150	

6200	

6250	

6300	

6350	

6400	

6450	

6500	

6550	

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

日本における就業者数



3. 理論 (マクドゥガル・モデル)

⼀財 (𝑄)

2⽣産要素 (労働 (𝐿), 資本 (𝐾))

2国 (⾃国(𝐻), 外国(𝐹))

完全競争市場

当該財の価格は1であり, それはニュメレール財(価値基準財)である。

仮定
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理論 (マクドゥガル・モデル)

⼀階の条件: 
𝜕𝜋
𝜕𝐾 =

𝜕𝐹
𝜕𝐾 − 𝑟 = 0

𝜕𝜋
𝜕𝐿 =

𝜕𝐹
𝜕𝐿 − 𝑤 = 0

𝑀𝑃/ = 𝑟	,𝑀𝑃2 = 𝑤
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モデル
ある企業の⽣産量を 𝑄3 = 𝐹3 𝐾3	, 𝐿3 	, 利潤を 𝜋3 = 𝐹3(𝐾3	, 𝐿3) − (𝑟𝐾3 + 𝑤𝐿3)とする。

ここで, ⾃国(外国)の資本レンタル率を 𝑟 (𝑟∗) , 賃⾦率を𝑤 (𝑤∗)とする。(𝑖 = 𝐻, 𝐹)



理論 (マクドゥガル・モデル)

2018/11/30 11

世界全体の産出量: △𝐴𝐵𝐶 ↑

労働移動前 労働移動後

𝐴

𝐵

資本所得

労働所得
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理論 (グラビティ・モデル)

⼈⼝移動の理論

Ravensteinによる⼈⼝移動の法則

1: ⼈⼝は機会の少ないところから機会の多いところへ移動する。

2: 地域間移動は距離から制約を受け, 近距離の移動が多いところへ移動する。

3: 地域間⼈⼝移動は双⽅向の流れを形成する。

4: 都市住⺠の移動傾向は農村住⺠のそれより低いが, 交通・通信⼿段の発達
と交易・産業の成⻑に伴い, ⼈⼝移動が加速する。
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理論 (グラビティ・モデル)

モデル

𝑀3< = 𝑘
𝐿3𝐿<
𝐷3<

𝑀3<: 移⺠, 𝑘: 定数, L3, 𝐿<: 経済規模, 𝐷3<: ⼆点間の距離 (ただし, 𝑖, 𝑗は任意の場所)

経済規模に⽐例し, 距離に反⽐例する

対数化モデル: 𝑙𝑛𝑀3< = 𝛼 + 𝛽E𝑙𝑛𝐿3 + 𝛽F𝑙𝑛𝐿< + 𝛽G𝑙𝑛𝐷3< + 𝜀3<
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理論 (移⺠意思決定モデル)

仮定

時間軸: 𝑡 = 𝑖	(𝑖 = 0.1.2…𝑛)

2国 (⾃国(𝐻), 外国(𝐹))

年間収⼊: 𝑊O(𝑡), 𝑊P(𝑡)

総コスト: 𝐶

市場利⼦率: 𝑟

割引率: 𝛿 = 1 + E
R



2018/11/30 15

理論 (移⺠意思決定モデル)

モデル(⼩崎2015)
⾃国と外国で得られる年間収⼊の現在価値は

𝑁𝑃𝑉P =U𝛿V𝑊P(𝑡)
W

VXE

						(2)

𝑁𝑃𝑉O =U𝛿V𝑊O(𝑡)
W

VXE

						(1)

ここで(1), (2)式を⽐較すると

U𝛿V 𝑊P 𝑡 −𝑊O 𝑡 > 𝐶
W

VXE

よって, 𝐶の値が低いほど, 𝑡の値が低いほど移動率は⾼くなり, 両国の所得格差が⼤き
いほど同様に⾼くなる。



𝐼𝑚𝑚𝑖𝑔𝑟𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛3< = 𝛼 + 𝛽E𝐺𝐷𝑃3< + 𝛽F𝑊𝑎𝑔𝑒3< + 𝛽G𝐶𝑜𝑙𝑙𝑒𝑔𝑒3< + 𝑢3<

推定式

項⽬

𝑖: 2000, 2005, 2010, 2015 (年)
𝑗: 47 (都道府県)
𝐼𝑚𝑚𝑖𝑔𝑟𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛: 外国⼈労働者 (対数値) 出所:厚⽣労働省「外国⼈雇⽤状況の届出状況」

𝐺𝐷𝑃: 実質GDP (百万円) (対数値) 出所:内閣府HP「県⺠経済計算」
𝑊𝑎𝑔𝑒: 実質最低賃⾦ (円) (対数値) 出所:厚⽣労働省「地域別最低賃⾦の全国⼀覧」
𝐶𝑜𝑙𝑙𝑒𝑔𝑒:⼤学数(⼈⼝10万⼈あたり) (対数値) 出所:⽂部科学省「学校基本調査」
𝑢3<: 残差
𝛼: 切⽚

4. 回帰分析の結果 (マクドゥガル・モデル)
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・⾃由度修正済み決定係数は被説明変数が説明変数によって87.94％説明されていることを⽰している。
パネルデータ分析だと良い結果だといえる。

・全ての説明変数は有意⽔準1％を満たし, 被説明変数と強い相関関係があるといえる。

・全てのt値が絶対値の２以上になっている。これは統計的に有意と⾔える。

結果
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係数

県内実質GDP

係数: 0.85 > 0 
GDP↑ 労働需要↑
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実質最低賃⾦
係数: 9.75 > 0 

最低賃⾦↑ 国際間の労働移動↑



係数

⼤学数(⼈⼝10万⼈あたり)

係数: 0.29 > 0 
⼤学数↑ 労働移動↑
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⼤学の多い地域には, ⾼度な⼈材が多いため, 相対的に賃⾦も⾼いと考えられる。
そして, 賃⾦の⾼いところには労働者もひきつけられる。



𝐼𝑚𝑚𝑖𝑔𝑟𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛3< = 𝛼 + 𝛽E𝐺𝐷𝑃3< + 𝛽F𝑂𝑝𝑒𝑛𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒3< + 𝛽G𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒3< + 𝑢3<

推定式

項⽬

𝑖: 2000, 2005, 2010, 2015 (年)
𝑗: 47 (都道府県)
𝐼𝑚𝑚𝑖𝑔𝑟𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛: 外国⼈労働者 (対数値) データ元: 厚⽣労働省「外国⼈雇⽤状況の届出状

況」
𝐺𝐷𝑃: 実質GDP (百万円) (対数値) データ元: 内閣府「県⺠経済計算」
𝑂𝑝𝑒𝑛𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒: 有効求⼈倍率 (%) データ元: 総務省統計局
𝐹𝑜𝑟𝑒𝑖𝑔𝑛: 都道府県庁間距離 (km) (対数値) データ元: 国⼟交通省 国⼟地理院
𝑢3<: 残差
𝛼: 切⽚

4. 回帰分析の結果(グラビティモデル）
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・⾃由度修正済み決定係数は被説明変数が説明変数によって66.77％説明されていることを⽰している。
パネルデータ分析だと概ね良い結果だといえる。

・全ての説明変数は有意⽔準1％を満たし, 被説明変数と強い相関関係があるといえる。

・全てのt値が都道府県庁間距離を除いて絶対値の２以上になっている。

結果
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係数

県内実質GDP

係数: 1.29 > 0 
市場規模↑ 労働移動 ↑
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有効求⼈倍率
係数: 0.86 > 0 
有効求⼈倍率↑ 労働需要↑



係数

都道府県庁間距離

係数: -0.08 < 0 
地域間距離 ↑ 労働移動 ↓
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国内距離の影響⼒は少ない
1. 国⼟の狭さ, 国内の⼗分な交通整理
2. 国内ではなく, 国際間の距離



𝐼𝑚𝑚𝑖𝑔𝑟𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛3< = 𝛼 + 𝛽E𝐴𝑔𝑒3< + 𝛽F𝑆𝑝𝑒𝑛𝑑𝑖𝑛𝑔3< + 𝛽G𝐷𝑖𝑠𝑏𝑢𝑟𝑠𝑒𝑚𝑒𝑛𝑡3< + 𝛽j𝐼𝑛𝑐𝑜𝑚𝑒3< + 𝑢3<

推定式

項⽬

𝑖: 2000, 2005, 2010, 2015 (年)
𝑗: 47 (都道府県)
𝐼𝑚𝑚𝑖𝑔𝑟𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛: 外国⼈労働者 (対数値) 出所:厚⽣労働省「外国⼈雇⽤状況の届出状況」

𝐴𝑔𝑒: 在留外国⼈平均年齢 (対数値) 出所: 法務省「在留外国⼈統計」
𝑆𝑝𝑒𝑛𝑑𝑖𝑛𝑔: 総世帯消費⽀出 (円) (対数値) 出所: 総務省 統計局「家計調査」
𝐷𝑖𝑠𝑏𝑢𝑟𝑠𝑒𝑚𝑒𝑛𝑡: 都道府県⽀出⾦ (千円) (対数値) 出所:⽂部科学省「地⽅教育費調査」
𝐼𝑛𝑐𝑜𝑚𝑒: 県⺠⼀⼈当たり所得 (円) (対数値) 出所: 内閣府「国⺠経済計算」
𝑢3<: 残差
𝛼: 切⽚

4. 回帰分析の結果 (移⺠意思決定モデル)
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・⾃由度修正済み決定係数は被説明変数が説明変数によって74.54％説明されていることを⽰している。
パネルデータ分析だと概ね良い結果だといえる。

・全ての説明変数は有意⽔準1％を満たし, 被説明変数と強い相関関係があるといえる。

・全てのt値が絶対値の２以上になっていて, 統計学的に有意と⾔える。

結果
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係数

平均年齢

係数: 2.98 > 0 
年齢↑ 労働移動 ↑
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消費⽀出
係数: -1.81 < 0 
消費↑ 労働移動 ↓

推定符号と違い, 労働移動にはある程度年齢を重ねる必要がる



係数

都道府県⽀出⾦

係数: 1.38 > 0 
教育費↑ 労働移動 ↑
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県⺠⼀⼈当たり所得
係数: 3.59 > 0 
所得↑ 労働移動↑



賃⾦

5. 考察
分析では外国⼈労働者移動の要因を明らかにした

外国⼈
労働者移動

経済規模

雇⽤機会, 年齢 ⼤学数賃⾦⽔準
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所得, 教育

距離



現状
外国⼈向け新雇⽤政策

未熟練労働者を定住者として受け⼊れる制度

課題

未熟練労働者の賃⾦ = ⽇本国内の最低賃⾦

不安定な雇⽤状況
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解決策の提案

外国⼈労働者の賃⾦上昇 競争⼒向上 国内労働者の賃⾦上昇
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解決策の提案
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外国⼈労働者の質
1. 適切な採択基準の設定

2. 在留資格を与える

移住後
1. 外国⼈の定住を⽇本⼈が受け⼊れること

2. 共存できる社会制度を整える



今後の課題
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より精度の⾼い推定式の設定
1. 三つの推定式からより影響⼒の⾼い変数を採択

2. 代理変数の働きを持つ変数等のデータの改善

より具体的な政策案の提⽰

より精度の⾼い推定式から労働移動の要因を明⽰し, 
国・地⽅公共団体の⽔準まで, 具体的な政策の提⽰を試みる
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ご清聴ありがとうございました!!
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